
年 月 日

八幡浜市長　大　城　一　郎　　様

（申請者）
1 （1.新規　2.更新） 2 （1.法人　2.個人）

3

4

5 6

（主たる営業所〈本店〉）

7 8

9 10

11 （1.有り　2.無し） 12

（委任を受けた営業所等〈委任のない場合は記入しない。〉）

13

14

15 16

17 18

19 20

商 号 又 は 名 称 （ 漢 字 等 ）

商号又は名称（フリガナ）

令和８年度　建設工事一般競争（指名競争）参加資格審査申請書

ＦＡＸ番号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

申請事務担当者 部署名 担 当 者 名

　令和８年度において、八幡浜市で行われる建設工事に係る一般競争（指名競争）に参加する資格の審査を申請します。なお、この申
請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを宣誓します。

新 規 ・ 更 新 の 区 分

電 話 番 号

委 任 関 係 の 有 無

営 業 所 名 称 （ フ リ ガ ナ ）

営 業 所 名 称 （ 漢 字 等 ）

営 業 所 受 任 者 役 職

郵 便 番 号

電 話 番 号

代 表 者 役 職

郵 便 番 号

電 話 番 号

所 在 地

住 所 区 分

※ 受 付 印 欄

所 在 地

営 業 所 受 任 者 名

法 人 ・ 個 人 の 区 分

（1.八幡浜市内に本店　2.愛媛県内に本店　3.それ以外）

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

代 表 者 名

令和

（建設工事　様式第１号（～20））
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（ 特・般－ ）第 号

年 月 日

年 月 日
年 月 日

（ 特・般－ ）第 号

年 月 日

年 月 日
年 月 日

年 月 日

注3

注1 上段は国土交通大臣・下段は愛
媛県知事の許可区分に応じて記
載してください。

から
まで

建設工事の種類（略号）

010

建設業の許可番号及び許可年月日

提出する経営規模等評価結果通知書・総
合評定値通知書（写し）

 国土交通大臣
許可

190

300 港湾・海事

270

210
220
230
240

〈許可の有効期限〉

許可

二
級

〈許可番号〉
希望
業種

21

〈許可日〉

監
理
補
佐

〈許可の有効期限〉
から

22

〈許可番号〉
 愛媛県知事

〈許可日〉
070

030
040

まで

土木一式工事（土）

170
180

ほ装工事（ほ）

200

100
110
111
120
130

011

左官工事（左）
とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（と）
法面処理（法）
石工事（石）

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ（プ）
建築一式工事（建）
大工工事（大）

150
160

020

050
051
060

しゅんせつ工事（し）

屋根工事（屋）
電気工事（電）
管工事（管）

鉄筋工事（筋）

ﾀｲﾙ・れんが・ﾌﾞﾛｯｸ工事（タ）
鋼構造物工事（鋼）
鋼橋上部（橋）

140

250

280

水道施設工事（水）
消防施設工事（消）
清掃施設工事（清）

260

板金工事（板）
ガラス工事（ガ）
塗装工事（塗）
防水工事（防）

造園工事（園）
さく井工事（井）

内装仕上工事（内）
機械器具設置工事（機）
熱絶縁工事（絶）
電気通信工事（通）

入札参加資格の審査を希望する業種（希望業種の欄に○印を記入してください。）

許可業種より右の項目について
は、希望する・しないにかかわ
らず許可を受けている業種すべ
てを記載してください。

技術職員数

080
090

そ
の
他

年間平均
完成工事高
　（千円）

基
幹

一
級

講
習
受
講

総合
評定値(P)

290 解体工事（解）

港湾・海事については、市内業
者が対象であり別途申請書等が
必要です。

建具工事（具）

許可
業種

1.特定

2.一般

注2

（建設工事　様式第２号（～23））
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26

社

27

28

29

    常勤職員数（事業所全体） 人
　　常勤職員数（委任を受けた支店等） 人

年 月 日
合併前の企業数
合併の方法

会社が合併したもの

日

雇用保険 ・加入していない・加入している

　　合併年月日

・加入していない

主要取引金融機関名（該当するものを○で囲んでください）

・普通 ・当座

・普通 ・当座

・適用除外

・普通 ・当座

労働福祉の状況（該当するものを○で囲んで下さい）

・加入している

営業年数及び常勤職員数（申請日現在）
満 年　　創業から

　　建設業の許可（登録）を受けてから 年満

年

月

月

年

日

営業の沿革

日

年

月

年

日年

月

月

日

年 月

年

年 月

月 日

年 日

月

年

年

日

月

月

日

日

日

月 日

年 月

24

年 月

年

年 月

年 月

中小企業退職金共済 ・加入している

特定退職金共済

日

日

日

厚生年金基金 ・加入している

日

経営業務の管理責任者名（市内業者のみ記入）

健康保険

厚生年金保険

・加入していない・加入している ・適用除外

・加入している ・加入していない

・加入していない

・加入していない

・適用除外

建設業退職金共済 ・加入している ・加入していない

（建設工事　様式第３号（～29））
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(1)障害者雇用義務

□有 □無 （該当するものを☑すること。）

(2)障害者の雇用義務があるものの雇用義務の達成状況  ※(1)が「有」の場合のみ記入してください。

□達成している □達成していない （該当するものを☑すること。）

(3)障害者の雇用の有無　　 ※(1)が「無」の場合のみ記入してください。

□有 □無 （該当するものを☑すること。）

(4)雇用障害者情報

31 協力雇用主への登録状況

32

1 年 月 日

2 年 月 日

3 年 月 日

4 年 月 日

5 年 月 日

備考（業種・工事名等）

障害者等級又は程度個別状況

登録年月登録の有無 □有　□無（該当するものを☑すること。）

1

過去５年間の表彰受賞歴（令和３年度～令和７年度）
受賞年月日表彰の種類

2

3

4

5

義務の有無

達成の状況

雇用の有無

身体障害者手帳等の番号

障害者雇用状況

（建設工事　様式第４号（～32））
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自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

34

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

35

3 令和 年 月 日

2 令和 年 月 日

過去２年間の監督処分及び入札参加資格停止措置の状況（令和６年１月１日～令和７年１２月３１日）
処分等の年月日 処分等の内容・期間（～か月） 処分等の理由

1 令和 年 月 日

3
令和

日
令和

2
令和

日
令和

過去２年間の災害時における地域貢献活動の状況（令和６年１月１日～令和７年１２月３１日）
活動の概要 主催者 活動期間 活動日数

1
令和

日
令和

5
令和

回
令和

4
令和

回
令和

3
令和

回
令和

2
令和

回
令和

過去２年間の地域貢献活動の状況（災害時における地域貢献活動を除く。）（令和６年１月１日～令和７年１２月３１日）
活動の概要 主催者 活動期間 活動回数

1
令和

回
令和

（建設工事　様式第５号（～35） ）
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建築 躯体 仕上

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

歳 第 号

（ ） （ ）

（生年月日） （有効期限）
１
級

２
級

１
級

取
得
単
位
数

Ｃ
Ｐ
Ｄ
Ｓ

二
級
建
築
士

木
造
建
築
士

造園施
工管理

管工事
施工管

理

電気工
事施工
管理

１
級

２
級

１
級

２
級

建築士

一
級
建
築
士

一
級
建
築
士

構
造
設
計

一
級
建
築
士

設
備
設
計

月

～

年

年

～

年

～

年　　齢

～

～

～

年

年

～

月

２級

監理技術者
資格者証番号

在職期間
建設機械

１
級

建設業法の規定に基づく資格（～技士）

建築施工管理

　

月

令和７年
12月末現在
経験年月数

～ 年

土木施
工管理

２
級

１
級

２
級

月

月 ～

年 月

年 月

年 月

年 ～ 年

年

月

月

月

年 月 月年
　

年 月 年 月

～

月

　

年 月 ～ 年
　

年 月

年 月 年 月
　

月
　

年 月

年 月 月

月 年 月～

月

年 月 ～ 年

　

年

年

　

月

月

　

氏　　名
営業所専任技
術者の工事種

別等

技術者の略歴

15

9

10

11

12

13

14

7

8

1

2 年

　

～ 年

3

4

5

6

（建設工事　様式第６号（36））
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12

13

14

リース
台　数

自己保有
台　　数

能 力種 類名 称

5

3

4

1

2

11

7

8

9

6

10

建設機械の保有状況（市内業者のみ）

15

（建設工事　様式第７号（37））


